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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
カチオン硬化性化合物及びカチオン硬化触媒を必須成分とするカチオン硬化性樹脂組成物
であって、
該カチオン硬化触媒は、下記一般式（１）：
【化１】

（式中、Ｒは、同一又は異なって、置換基を有してもよい炭化水素基を表す。ｘは１～５
の整数であり、同一又は異なって、芳香環に結合しているフッ素原子の数を表す。ａは１
以上の整数であり、ｂは０以上の整数であり、ａ＋ｂ＝３を満たす。）で表されるルイス
酸と、ルイス塩基とからなり、
該カチオン硬化性化合物は、脂環式エポキシ化合物及び水添エポキシ化合物からなる群よ
り選択される少なくとも１種を含む
ことを特徴とするレンズ、フィルター、光学用接着剤から選ばれる光学材料用カチオン硬
化性樹脂組成物。
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【請求項２】
前記ルイス塩基は、窒素原子、リン原子又は硫黄原子を有する化合物であることを特徴と
する請求項１に記載のレンズ、フィルター、光学用接着剤から選ばれる光学材料用カチオ
ン硬化性樹脂組成物。
【請求項３】
前記カチオン硬化触媒は、ルイス酸とルイス塩基との混合比ｎ（ｂ）／ｎ（ａ）が、０．
９９以上５以下であることを特徴とする請求項１又は２に記載のレンズ、フィルター、光
学用接着剤から選ばれる光学材料用カチオン硬化性樹脂組成物。
【請求項４】
前記ルイス塩基は、ヒンダードアミン構造を有するアミン、沸点が１２０℃以下のアミン
からなる群より選択される少なくとも１種であることを特徴とする請求項１～３のいずれ
かに記載のレンズ、フィルター、光学用接着剤から選ばれる光学材料用カチオン硬化性樹
脂組成物。
【請求項５】
前記ルイス塩基は、アンモニアであることを特徴とする請求項１～４のいずれかに記載の
レンズ、フィルター、光学用接着剤から選ばれる光学材料用カチオン硬化性樹脂組成物。
【請求項６】
前記カチオン硬化性樹脂組成物は、近赤外線吸収色素を含有することを特徴とする請求項
１～５のいずれかに記載のレンズ、フィルター、光学用接着剤から選ばれる光学材料用カ
チオン硬化性樹脂組成物。
【請求項７】
前記カチオン硬化性化合物は、脂環式エポキシ化合物と水添エポキシ化合物とを含有する
ことを特徴とする請求項１～６のいずれかに記載のレンズ、フィルター、光学用接着剤か
ら選ばれる光学材料用カチオン硬化性樹脂組成物。
【請求項８】
請求項１～７のいずれかに記載のレンズ、フィルター、光学用接着剤から選ばれる光学材
料用カチオン硬化性樹脂組成物を硬化して得られる成形体。
【請求項９】
請求項８に記載の成形体は、熱硬化して得られることを特徴とする成形体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、カチオン硬化性樹脂組成物に関する。より詳しくは、カチオン硬化性の化合物
を含み、熱や光等でカチオン種を発生させるカチオン硬化触媒によるカチオン硬化反応に
よって硬化し得る樹脂組成物に関する。
【背景技術】
【０００２】
カチオン硬化性樹脂組成物は、カチオン硬化性の化合物及びカチオン硬化触媒を含み、熱
や光等で触媒からカチオン種を発生し、それによるカチオン硬化反応によって硬化し得る
樹脂組成物である。カチオン硬化（重合）は、ラジカル重合に比べ、酸素による硬化阻害
が起こらない、硬化時の収縮が小さいといった利点があり、様々な分野への適用が期待さ
れている。具体的には、例えば、電気・電子部材や光学部材、成形材料等の他、塗料や接
着剤の材料等の各種用途への適用が種々検討されており、各用途において要求される特性
に優れたカチオン硬化性樹脂組成物の開発が望まれている。
【０００３】
従来のカチオン硬化性樹脂組成物としては、例えば、耐熱性、透明性、離型性等に優れた
成形体を得ることを目的として、カチオン硬化性化合物、１気圧下で２６０℃以下の沸点
を持つ化合物、離型剤及びカチオン硬化触媒を含有する光学成形体用硬化性樹脂組成物が
検討されている（例えば、特許文献１参照。）。特許文献１には、カチオン硬化触媒とし
てアンチモン系スルホニウム塩等を用いることが開示されている。
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【０００４】
また、樹脂組成物の硬化にホウ素含有化合物を用いることも検討されている。例えば、光
カチオン重合性化合物及び光カチオン重合開始剤を含有する光硬化性樹脂組成物において
、光カチオン重合開始剤として、テトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレート（ＴＥ
ＰＢ）を用いることにより、透湿度が低く、かつ、優れた透明性を有する硬化物が得られ
る旨が開示されている（例えば、特許文献２参照。）。また、エポキシ樹脂用窒素原子含
有潜硬化剤として三フッ化ホウ素のアミン錯体を用いた硬化性組成物も開示されている（
例えば、特許文献３参照。）。
【０００５】
ホウ素含有化合物を含む硬化性樹脂組成物としては、更に、硬化性の樹脂と、三価のホウ
素を含むルイス酸及び窒素含有分子を含んでなる硬化触媒とを含有する硬化性樹脂組成物
が開示されている（例えば、特許文献４参照。）。特許文献４には、このような硬化性樹
脂組成物を酸無水物を用いて硬化させることが記載されている。また、酸無水物硬化剤と
トリフェニルボラン等のホウ素含有触媒とを含む固体素子デバイス封入用の硬化性エポキ
シ樹脂組成物も開示されている（例えば、特許文献５参照。）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００９－２９９０７４号公報
【特許文献２】特開２００５－１８７６３６号公報
【特許文献３】特開昭６２－２４０３１６号公報
【特許文献４】特表２００８－５４４０６７号公報
【特許文献５】特開２００３－１９２７６５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
ところで、カチオン硬化性樹脂組成物は、種々の用途に適用可能なものが検討されている
が、透明性を発現させることもできることから、レンズ等の光学用途における材料として
特に有用である。例えば、デジタルカメラモジュールにおいては、携帯電話等に搭載され
るために小型化が進み、低コスト化も求められているため、撮像レンズとして従来の無機
ガラスに代わって樹脂レンズの採用が進んでいる。このような部材の実装工程においては
、低コスト化を実現するため、半田リフロー方式を採用することが主流となっている。そ
のため、レンズ等の部材を形成するためにカチオン硬化性樹脂組成物を用いる場合には、
その硬化物（成形体）にはリフロー工程に耐え得る耐熱性が求められる。また、光学材料
として使用する場合には、使用環境下での耐湿熱性や耐ＵＶ照射性も求められることとな
る。
これらの点に関して、上述したように、特許文献１にはカチオン硬化触媒としてアンチモ
ン系スルホニウム塩を用いる樹脂組成物が開示されている。アンチモン系スルホニウム塩
を用いることにより、リフロー方式への適用が可能となる等、一定の成果が上がっている
。しかし、アンチモン系スルホニウム塩を用いた場合、その成形体は熱（硬化時の熱、使
用環境）により着色し、その結果、短波長可視光である４００ｎｍの透過率が低下すると
いう問題があり、成形体の耐熱性はまだ充分なものではない。また、アンチモン系スルホ
ニウム塩を用いて硬化させた成形体は、吸水率が比較的高くなる傾向があり、光学材料と
して使用する場合には、更なる低吸水化を検討する余地があった。
【０００８】
一方、特許文献２のようにＴＥＰＢを用いる場合には、２５０℃での２次硬化やリフロー
工程において、熱により着色が発生する等、成形体の耐熱性が充分なものとならない。ま
た、特許文献３に記載の三フッ化ホウ素のアミン錯体は、水分と接触することで腐食性の
フッ酸を生じるため、作業時等の安全性を確保できないおそれがある。また、特許文献４
や特許文献５に記載のように、酸無水物を用いて樹脂組成物を硬化させる場合には、カチ
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オン硬化触媒を用いたカチオン硬化反応による硬化に比べて短時間で成形体を得る事が困
難であり、また、成形体の耐熱性がリフロー工程に適用できるほどには高くならないとい
う問題があった。
このように、従来の技術には、耐熱性、耐湿熱性、低吸水性、耐ＵＶ照射性等の特性に優
れた成形体を与える樹脂組成物について更に検討する余地があった。
【０００９】
本発明は、上記現状に鑑みてなされたものであり、耐熱性、耐湿熱性、低吸水性、耐ＵＶ
照射性等に優れた成形体を得ることが可能なカチオン硬化性樹脂組成物、及び、光学部材
等の各種用途に有用な成形体を提供することを目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
本発明者らは、カチオン硬化性化合物及びカチオン硬化触媒を必須成分とするカチオン硬
化性樹脂組成物について種々検討したところ、カチオン硬化触媒として、ホウ素原子を有
する特定のルイス酸とルイス塩基とからなる化合物を用いると、該樹脂組成物を硬化させ
て得られる成形体が、耐熱性、耐湿熱性、低吸水性、耐ＵＶ照射性等に優れたものとなる
ことを見出した。特に、本発明におけるカチオン硬化触媒を用いると、従来のアンチモン
系カチオン硬化触媒に比べて、得られる成形体の熱や紫外線による着色や可視光短波長域
における透過率の低下を抑制できることも見出した。そして、このような成形体がレンズ
等の光学用途に極めて有用であることも見出し、上記課題をみごとに解決することができ
ることに想到し、本発明に到達したものである。
【００１１】
すなわち本発明は、カチオン硬化性化合物及びカチオン硬化触媒を必須成分とするカチオ
ン硬化性樹脂組成物であって、上記カチオン硬化触媒は、下記一般式（１）：
【化１】

（式中、Ｒは、同一又は異なって、置換基を有してもよい炭化水素基を表す。ｘは１～５
の整数であり、同一又は異なって、芳香環に結合しているフッ素原子の数を表す。ａは１
以上の整数であり、ｂは０以上の整数であり、ａ＋ｂ＝３を満たす。）で表されるルイス
酸と、ルイス塩基とからなることを特徴とするカチオン硬化性樹脂組成物である。
本発明はまた、上記カチオン硬化性樹脂組成物を硬化して得られる成形体でもある。
以下に本発明を詳述する。
なお、以下において記載する本発明の個々の好ましい形態を２つ以上組み合わせたものも
また、本発明の好ましい形態である。
【００１２】
本発明のカチオン硬化性樹脂組成物（樹脂組成物とも称す。）は、カチオン硬化性化合物
及びカチオン硬化触媒を必須成分とするものであるが、本発明の効果を妨げない範囲でそ
の他の成分を含有してもよく、これらの成分は１種又は２種以上を用いることができる。
【００１３】
上記カチオン硬化触媒は、上記一般式（１）で表されるルイス酸（有機ボラン）と、ルイ
ス塩基とからなるものである。これにより、硬化方法としてカチオン硬化を採用すること
ができるため、例えば酸無水物硬化のような付加型硬化を採用する場合と比較して、得ら
れる硬化物が耐熱性、化学的安定性、耐湿性等の、特に光学用途において求められる特性
に優れたものとなる。
また、アンチモン系スルホニウム塩等の従来のカチオン硬化触媒を用いた場合と比較して
、熱（硬化時の熱、使用環境）による着色が低減され、吸湿性が低く、耐湿熱性や耐ＵＶ
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照射性等の耐久性に優れた硬化物が得られる。なお、用いる触媒に基づく硬化物の着色の
有無、程度は通常、４００ｎｍにおける透過率の変化からも確認できる。つまり、硬化物
の４００ｎｍの透過率を測定することによって、硬化物の着色の有無、程度について評価
することができる。
なお、カチオン硬化触媒とは、カチオン硬化反応を促進する触媒であり、例えば酸無水物
硬化反応における硬化促進剤とは異なる働きをするものである。
【００１４】
上記一般式（１）におけるＲは、同一又は異なって、置換基を有してもよい炭化水素基を
表す。上記炭化水素基は特に限定されないが、炭素原子数１～２０の炭化水素基であるこ
とが好ましい。炭素原子数１～２０の炭化水素基は、全体として炭素原子数が１～２０で
あれば限定されないが、アルキル基、アリール基、アルケニル基であることが好ましい。
当該アルキル基、アリール基、アルケニル基は、無置換の基であっても、水素原子の１ま
たは２以上が他の有機基又はハロゲン原子によって置換された基であっても良い。この場
合の他の有機基としては、アルキル基（Ｒで表される炭化水素基がアルキル基である場合
には、置換後の炭化水素基は全体として無置換のアルキル基に該当する。）、アリール基
、アルケニル基、アルコキシ基、水酸基等が挙げられる。
【００１５】
上記一般式（１）におけるｘは１～５の整数であり、同一又は異なって、芳香環に結合し
ているフッ素原子の数を表す。芳香環におけるフッ素原子の結合位置は特に限定されない
。ｘとして好ましくは２～５であり、より好ましくは３～５であり、最も好ましくは５で
ある。
また、ａは１以上の整数であり、ｂは０以上の整数であり、ａ＋ｂ＝３を満たす。すなわ
ち、上記ルイス酸は、フッ素原子が結合した芳香環が少なくとも１つ、ホウ素原子に結合
したものである。ａとしてより好ましくは２以上であり、最も好ましくは３、すなわち、
フッ素原子が結合した芳香環がホウ素原子に３つ結合している形態である。
【００１６】
上記ルイス酸として具体的には、例えば、トリス（ペンタフルオロフェニル）ボラン（Ｔ
ＰＢ）、ビス（ペンタフルオロフェニル）フェニルボラン、ペンタフルオロフェニル－ジ
フェニルボラン、トリス（４－フルオロフェニル）ボラン等が好ましい。成形体の耐熱性
、耐湿熱性、低吸水性、耐ＵＶ照射性等を向上できる点で、ＴＰＢがより好ましい。
なお、本願明細書、実施例等において、本発明にかかるカチオン硬化触媒のうち、ルイス
酸としてＴＰＢを含むものをＴＰＢ系触媒と表記することもある。
【００１７】
上記ルイス塩基は、上記ルイス酸に配位することができるもの、すなわち、上記ルイス酸
が有するホウ素原子と配位結合を形成できるものであれば限定されず、ルイス塩基として
通常用いられるものを用いることができるが、非共有電子対を有する原子を有する化合物
が好適である。具体的には、窒素原子、リン原子又は硫黄原子を有する化合物であること
が好適である。この場合、ルイス塩基は、窒素原子、リン原子、硫黄原子が有する非共有
電子対を上記ルイス酸のホウ素原子に供与することにより、配位結合を形成することとな
る。また、窒素原子又はリン原子を有する化合物がより好ましい。
上記窒素原子を有する化合物として好ましくは、アミン類（モノアミン、ポリアミン）、
アンモニア等が挙げられる。より好ましくは、ヒンダードアミン構造を有するアミン、低
沸点のアミン、アンモニアであり、更に好ましくは、ヒンダードアミン構造を有するポリ
アミン、アンモニアである。上記ルイス塩基としてヒンダードアミン構造を有するポリア
ミンを用いると、ラジカル捕捉効果により硬化成形体の酸化防止が可能となり、得られる
硬化物がより耐熱性（耐湿熱性）に優れたものとなる。一方、上記ルイス塩基としてアン
モニア又は低沸点のアミンを用いると、得られる硬化物が低吸水性、耐ＵＶ照射性に優れ
たものとなる。硬化工程でアンモニア又は低沸点のアミンが揮発することにより、最終の
成形体（硬化物）中の、アンモニア又は低沸点のアミンに由来する塩構造が少なくなるた
め、成形体の吸水率を低減することができると推測される。特にアンモニアは上述の効果
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に優れるため好ましい。
【００１８】
上記ヒンダードアミン構造を有するアミンとしては、樹脂組成物の保存安定性と成形時の
硬化性の観点より、ホウ素原子と配位結合を形成する窒素原子が第２級又は第３級アミン
を構成するものであることが好ましく、ジアミン以上のポリアミンであることがより好ま
しい。ヒンダードアミン構造を有するアミンとしては、具体的には、２，２，６，６－テ
トラメチルピペリジン、Ｎ－メチル－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン；ＴＩＮ
ＵＶＩＮ７７０、ＴＩＮＵＶＩＮ７６５、ＴＩＮＵＶＩＮ１４４、ＴＩＮＵＶＩＮ１２３
、ＴＩＮＵＶＩＮ７４４、ＣＨＩＭＡＳＳＯＲＢ２０２０ＦＤＬ（以上、ＢＡＳＦ社製）
；アデカスタブＬＡ５２、アデカスタブＬＡ５７（以上、ＡＤＥＫＡ社製）等が挙げられ
る。中でも、１分子に２個以上のヒンダードアミン構造をもつＴＩＮＵＶＩＮ７７０、Ｔ
ＩＮＵＶＩＮ７６５、アデカスタブＬＡ５２、アデカスタブＬＡ５７が好適である。
【００１９】
上記低沸点のアミンとしては、沸点が１２０℃以下のアミンを用いることが好ましく、よ
り好ましくは８０℃以下であり、更に好ましくは５０℃以下であり、一層好ましくは３０
℃以下であり、特に好ましくは５℃以下である。具体的には、モノメチルアミン、モノエ
チルアミン、モノプロピルアミン、モノブチルアミン、モノペンチルアミン、エチレンジ
アミン等の第１級アミン；ジメチルアミン、ジエチルアミン、ジプロピルアミン、メチル
エチルアミン、ピペリジン等の第２級アミン；トリメチルアミン、トリエチルアミン等の
第３級アミン等が挙げられる。
【００２０】
上記リン原子を有する化合物として好ましくは、ホスフィン類である。具体的には、トリ
フェニルホスフィン、トリメチルホスフィン、トリトルイルホスフィン、メチルジフェニ
ルホスフィン、１，２－ビス（ジフェニルホスフィノ）エタン、ジフェニルホスフィン等
が挙げられる。
【００２１】
上記硫黄原子を有する化合物として好ましくは、チオール類及びスルフィド類である。チ
オール類としては、具体的には、メチルチオール、エチルチオール、プロピルチオール、
ヘキシルチオール、デカンチオール、フェニルチオール等が挙げられる。スルフィド類の
具体例としては、ジフェニルスルフィド、ジメチルスルフィド、ジエチルスルフィド、メ
チルフェニルスルフィド、メトキシメチルフェニルスルフィド等が挙げられる。
【００２２】
本発明におけるカチオン硬化触媒において、上記ルイス酸とルイス塩基との混合比は、必
ずしも量論比でなくてもよい。すなわち、ルイス酸及びルイス塩基（塩基点量に換算）の
いずれか一方が理論量（当量）より過剰に含まれていてもよい。
すなわち、カチオン硬化触媒におけるルイス酸とルイス塩基との混合比が、ルイス酸点で
あるホウ素の原子数ｎ（ａ）に対する、ルイス塩基点となる原子の原子数ｎ（ｂ）の比（
ｎ（ｂ）／ｎ（ａ））で表して、１（量論比）でなくても、カチオン硬化触媒として作用
する。
カチオン硬化触媒における比ｎ（ｂ）／ｎ（ａ）は、樹脂組成物の保存安定性、カチオン
硬化特性（硬化速度、硬化物の硬化度等）に影響する。
なお、ルイス塩基が、ジアミン類等の如く、ルイス塩基点を分子内に２個有する場合は、
カチオン硬化触媒を構成するルイス酸に対するルイス塩基の混合モル比が０．５の場合に
、比ｎ（ｂ）／ｎ（ａ）＝１（量論比）となる。このようにして、比ｎ（ｂ）／ｎ（ａ）
は算定される。
【００２３】
カチオン硬化触媒を含んだ樹脂組成物の保存安定性の観点では、ルイス酸がルイス塩基に
対して余りに過剰に存在すると、保存安定性が低下する場合があるので、保存安定性によ
り優れる樹脂組成物とするためには、比ｎ（ｂ）／ｎ（ａ）が０．５以上であることが好
ましい。同様の理由から、上記比は０．８以上がより好ましく、０．９以上が更に好まし
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く、０．９５以上が一層好ましく、０．９９以上が特に好ましい。
一方、カチオン硬化特性の観点から、ルイス塩基が余りに過剰となると、硬化物の低温硬
化性が低下する場合があるので、カチオン硬化特性により優れる組成物とするためには、
ｎ（ｂ）／ｎ（ａ）が１００以下であることが好ましい。同様の理由から、比ｎ（ｂ）／
ｎ（ａ）は、２０以下であることがより好ましく、１０以下であることが更に好ましく、
５以下であることが特に好ましい。
更に、カチオン硬化特性の観点では、ルイス塩基が窒素原子、硫黄原子又はリン原子を有
する化合物からなり、２以上炭素置換された構造（２以上炭素置換された構造とは、これ
らの原子に炭素原子を介して有機基が２個以上結合した構造を意味する）では、酸解離定
数が高く、立体障害が大きい事から、比ｎ（ｂ）／ｎ（ａ）は、２以下であることが好ま
しく、１．５以下であることがより好ましく、１．２以下であることが更に好ましい。例
えばヒンダードアミンの様な構造では、上記範囲が好ましい。
また、ルイス塩基がアンモニアや立体障害の小さい低沸点アミンである場合は、特にアン
モニアである場合は、比ｎ（ｂ）／ｎ（ａ）が１より大きいことが好ましい。具体的には
、好ましくは、１．００１以上であり、より好ましくは１．０１以上であり、更に好まし
くは１．１以上であり、特に好ましくは１．５以上である。
【００２４】
また、カチオン硬化触媒を構成するルイス酸及びルイス塩基の存在形態は、特に限定され
ないが、該ルイス酸に対してルイス塩基が電子的な相互作用を有した状態で存在してなる
ことが好ましい。より好ましくは、該ルイス酸にルイス塩基の少なくとも一部が配位して
なることであり、更に好ましくは、少なくとも、存在するルイス酸に対して当量に相当す
るルイス塩基がルイス酸に配位した形態である。ルイス酸に対するルイス塩基の存在比が
当量又は当量未満である場合、すなわち、比ｎ（ｂ）／ｎ（ａ）が１以下である場合は、
存在するルイス塩基のほぼ全量がルイス酸に配位してなる形態が好ましい。一方、ルイス
塩基が過剰に（当量より多く）含まれる形態においては、ルイス塩基がルイス酸と当量配
位し、過剰のルイス塩基は錯体の近傍に存在していることが好ましい。
【００２５】
本発明におけるカチオン硬化触媒として、具体的には、ＴＰＢ／モノアルキルアミン錯体
、ＴＰＢ／ジアルキルアミン錯体、ＴＰＢ／トリアルキルアミン錯体等のＴＰＢアルキル
アミン錯体、ＴＰＢ／ヒンダードアミン錯体等の有機ボラン／アミン錯体；ＴＰＢ／ＮＨ

３錯体等の有機ボラン／アンモニア錯体；ＴＰＢ／トリアリールホスフィン錯体、ＴＰＢ
／ジアリールホスフィン錯体、ＴＰＢ／モノアリールホスフィン錯体等の有機ボラン／ホ
スフィン錯体；ＴＰＢ／アルキルチオール錯体等の有機ボラン／チオール錯体；ＴＰＢ／
ジアリールスルフィド錯体、ＴＰＢ／ジアルキルスルフィド錯体等の有機ボラン／スルフ
ィド錯体等が挙げられる。中でも、ＴＰＢ／アルキルアミン錯体、ＴＰＢ／ヒンダードア
ミン錯体、ＴＰＢ／ＮＨ３錯体、ＴＰＢ／ホスフィン錯体が好適である。
【００２６】
上記樹脂組成物において、カチオン硬化触媒の含有量としては、溶媒等を含まない有効成
分量（一般式（１）で表されるルイス酸とルイス塩基との合計量）として、後述するカチ
オン硬化性化合物１００質量部に対し、０．０１～１０質量部とすることが好適である。
０．０１質量部未満であると、硬化速度をより充分に高めることができないおそれがある
。より好ましくは０．０５質量部以上、更に好ましくは０．１質量部以上である。また、
１０質量部を超える量とすると、硬化時やその成形体の加熱時等に着色するおそれがある
。例えば、成形体を得た後にその成形体をリフロー実装する場合には２００℃以上の耐熱
性が必要であるため、無色・透明性の観点からは、１０質量部以下とすることが好適であ
る。より好ましくは５質量部以下、更に好ましくは３質量部以下、特に好ましくは２質量
部以下である。
【００２７】
上記樹脂組成物において、カチオン硬化性化合物（「カチオン硬化性樹脂」とも称す。）
は、カチオン硬化反応によって硬化（重合）し得る化合物であればよく、カチオン重合性
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基を有する化合物であることが好適である。
上記カチオン重合性基としては、カチオン硬化性の官能基であればよく、例えば、エポキ
シ基、オキセタン基（オキセタン環）、ジオキソラン基、トリオキサン基、ビニル基、ビ
ニルエーテル基、スチリル基等が挙げられる。中でも、エポキシ基、オキセタン基が好適
である。すなわち、上記カチオン硬化性化合物が、エポキシ化合物及び／又はオキセタン
化合物（「オキセタン基含有化合物」とも称す。）を含む形態は、本発明の好適な実施形
態の１つである。上記カチオン重合性基の硬化特性は、基の種類のみならず、該基が結合
した有機骨格にも影響されることになる。
なお、本明細書における「エポキシ基」とは、３員環のエーテルであるオキシラン環を含
むものであり、狭義のエポキシ基の他、グリシジル基のようにオキシラン環が炭素に結合
している基や、グリシジルエーテル基及びグリシジルエステル基のようにエーテル又はエ
ステル結合を含む基、エポキシシクロヘキサン環等を含むものである。
【００２８】
以下では、エポキシ化合物及びオキセタン化合物について、具体的に説明する。
上記エポキシ化合物としては、脂環式エポキシ化合物、水添エポキシ化合物、芳香族エポ
キシ化合物、脂肪族エポキシ化合物が好適であり、脂環式エポキシ化合物、水添エポキシ
化合物がより好適である。
このように上記カチオン硬化性化合物が、脂環式エポキシ化合物、水添エポキシ化合物及
びオキセタン化合物からなる群より選択される少なくとも１種を含む形態もまた、本発明
の好適な形態の１つである。
【００２９】
上記エポキシ化合物に関し、上記脂環式エポキシ化合物とは、脂環式エポキシ基を有する
化合物である。脂環式エポキシ基としては、例えば、エポキシシクロヘキサン基（エポキ
シシクロヘキサン骨格）、環状脂肪族炭化水素に直接又は炭化水素を介して付加したエポ
キシ基（特にオキシラン環）等が挙げられる。脂環式エポキシ化合物としては、中でも、
エポキシシクロヘキサン基を有する化合物であることが好適である。また、硬化速度をよ
り高めることができる点で、分子中に脂環式エポキシ基を２個以上有する多官能脂環式エ
ポキシ化合物が好適である。また、分子中に脂環式エポキシ基を１個有し、かつビニル基
等の不飽和二重結合基を有する化合物も、脂環式エポキシ化合物として好ましく用いられ
る。
【００３０】
上記エポキシシクロヘキサン基を有するエポキシ化合物としては、例えば、３，４－エポ
キシシクロヘキシルメチル－３’，４’－エポキシシクロヘキサンカルボキシレート、イ
プシロン－カプロラクトン変性－３，４－エポキシシクロヘキシルメチル－３’，４’－
エポキシシクロヘキサンカルボキシレート、ビス－（３，４－エポキシシクロヘキシル）
アジペート等が好適である。また、上記エポキシシクロヘキサン基を有するエポキシ化合
物以外の脂環式エポキシ化合物としては、例えば、２，２－ビス（ヒドロキシメチル）－
１－ブタノールの１，２－エポキシ－４－（２－オキシラニル）シクロヘキサン付加物、
トリグリシジルイソシアヌレート等のヘテロ環含有のエポキシ樹脂等の脂環式エポキシド
等が挙げられる。
【００３１】
上記水添エポキシ化合物としては、飽和脂肪族環状炭化水素骨格に直接的又は間接的に結
合したグリシジルエーテル基を有する化合物であることが好ましく、多官能グリシジルエ
ーテル化合物が好適である。このような水添エポキシ化合物は、芳香族エポキシ化合物の
完全又は部分水添物であることが好ましく、より好ましくは、芳香族グリシジルエーテル
化合物の水添物であり、更に好ましくは、芳香族多官能グリシジルエーテル化合物の水添
物である。具体的には、水添ビスフェノールＡ型エポキシ化合物、水添ビスフェノールＳ
型エポキシ化合物、水添ビスフェノールＦ型エポキシ化合物等が好ましい。より好ましく
は、水添ビスフェノールＡ型エポキシ化合物、水添ビスフェノールＦ型エポキシ化合物で
ある。
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【００３２】
上記芳香族エポキシ化合物とは、分子中に芳香環及びエポキシ基を有する化合物である。
芳香族エポキシ化合物としては、例えば、ビスフェノール骨格、フルオレン骨格、ビフェ
ニル骨格、ナフタレン環、アントラセン環等の芳香環共役系を有するエポキシ化合物等が
好適に挙げられる。中でも、より高屈折率を実現させるため、ビスフェノール骨格及び／
又はフルオレン骨格を有する化合物であることが好適である。より好ましくは、フルオレ
ン骨格を有する化合物であり、これによって、更に著しく屈折率を高めることができ、ま
た離型性を更に高めることも可能となる。また、芳香族エポキシ化合物においてエポキシ
基がグリシジル基である化合物が好ましいが、中でもグリシジルエーテル基である化合物
（芳香族グリシジルエーテル化合物）がより好ましい。また、芳香族エポキシ化合物の臭
素化化合物を用いることによっても、より高屈折率を達成できるため好適であるが、アッ
ベ数が若干上がるため、用途に応じて適宜使用することが好ましい。
【００３３】
上記芳香族エポキシ化合物としては、例えば、ビスフェノールＡ型エポキシ化合物、ビス
フェノールＦ型エポキシ化合物、フルオレン系エポキシ化合物、ブロモ置換基を有する芳
香族エポキシ化合物等が好適に挙げられる。中でも、ビスフェノールＡ型エポキシ化合物
及びフルオレン系エポキシ化合物が好ましい。
【００３４】
上記芳香族グリシジルエーテル化合物としては、例えば、エピビスタイプグリシジルエー
テル型エポキシ樹脂、高分子量エピビスタイプグリシジルエーテル型エポキシ樹脂、ノボ
ラック・アラルキルタイプグリシジルエーテル型エポキシ樹脂等が挙げられる。
上記エピビスタイプグリシジルエーテル型エポキシ樹脂としては、例えば、ビスフェノー
ルＡ、ビスフェノールＦ、ビスフェノールＳ、フルオレンビスフェノール等のビスフェノ
ール類と、エピハロヒドリンとの縮合反応により得られるものが好適に挙げられる。
上記高分子量エピビスタイプグリシジルエーテル型エポキシ樹脂としては、例えば、上記
エピビスタイプグリシジルエーテル型エポキシ樹脂を、上記ビスフェノールＡ、ビスフェ
ノールＦ、ビスフェノールＳ、フルオレンビスフェノール等のビスフェノール類と、更に
付加反応させることにより得られるものが好適に挙げられる。
芳香族グリシジルエーテル化合物の好ましい具体例としては、８２８ＥＬ、１００３、１
００７（以上、ジャパンエポキシレジン社製）等のビスフェノールＡ型化合物；オンコー
トＥＸ－１０２０、オンコートＥＸ－１０１０、オグソールＥＧ－２１０、オグソールＰ
Ｇ（以上、大阪ガスケミカル社製）等のフルオレン系化合物等が挙げられ、中でもオグソ
ールＥＧ－２１０が好ましい。
【００３５】
上記脂肪族エポキシ化合物とは、脂肪族エポキシ基を有する化合物である。脂肪族グリシ
ジルエーテル型エポキシ樹脂が好適である。
上記脂肪族グリシジルエーテル型エポキシ樹脂としては、例えば、ポリヒドロキシ化合物
（エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、テトラエチレ
ングリコール、ポリエチレングリコール（ＰＥＧ６００）、プロピレングリコール、ジプ
ロピレングリコール、トリプロピレングリコール、テトラプロピレングリコール、ポリプ
ロピレングリコール（ＰＰＧ）、グリセロール、ジグリセロール、テトラグリセロール、
ポリグリセロール、トリメチロールプロパン及びその多量体、ペンタエリスリトール及び
その多量体、グルコース、フルクトース、ラクトース、マルトース等の単／多糖類等）と
エピハロヒドリンとの縮合反応により得られるもの等が好適に挙げられる。中でも、中心
骨格にプロピレングリコール骨格、アルキレン骨格、オキシアルキレン骨格を有する脂肪
族グリシジルエーテル型エポキシ樹脂等がより好適である。
【００３６】
上記オキセタン化合物とは、オキセタン基（オキセタン環）を有する化合物である。
上記オキセタン化合物は、硬化速度の観点から、脂環式エポキシ化合物及び／又は水添エ
ポキシ化合物と併用することが好ましい。また、耐光性向上の観点では、アリール基又は
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芳香環を有しないオキセタン化合物を用いることが好ましい。一方、硬化物の強度向上の
観点から、多官能のオキセタン化合物、すなわち１分子中に２個以上のオキセタン環を有
する化合物を用いることが好適である。
【００３７】
上記アリール基又は芳香環を有しないオキセタン化合物のうち、単官能のオキセタン化合
物としては、例えば、３－メチル－３－ヒドロキシメチルオキセタン、３－エチル－３－
ヒドロキシメチルオキセタン、３－エチル－３－（２－エチルヘキシロキシメチル）オキ
セタン、イソブトキシメチル（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、イソボ
ルニルオキシエチル（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、イソボルニル（
３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、２－エチルヘキシル（３－エチル－３
－オキセタニルメチル）エーテル、エチルジエチレングリコール（３－エチル－３－オキ
セタニルメチル）エーテル等が好ましい。
【００３８】
上記アリール基又は芳香環を有しないオキセタン化合物のうち、多官能のオキセタン化合
物としては、例えば、ジ〔１－エチル（３－オキセタニル）〕メチルエーテル、３，７－
ビス（３－オキセタニル）－５－オキサ－ノナン、１，２－ビス〔（３－エチル－３－オ
キセタニルメトキシ）メチル〕エタン、１，３－ビス〔（３－エチル－３－オキセタニル
メトキシ）メチル〕プロパン、エチレングリコールビス（３－エチル－３－オキセタニル
メチル）エーテル、トリシクロデカンジイルジメチレン（３－エチル－３－オキセタニル
メチル）エーテル、トリメチロールプロパントリス（３－エチル－３－オキセタニルメチ
ル）エーテル、１，４－ビス（３－エチル－３－オキセタニルメトキシ）ブタン、１，６
－ビス（３－エチル－３－オキセタニルメトキシ）ヘキサン、ペンタエリスリトールトリ
ス（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、ペンタエリスリトールテトラキス
（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、ポリエチレングリコールビス（３－
エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、ジペンタエリスリトールヘキサキス（３－
エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、ジペンタエリスリトールペンタキス（３－
エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、ジペンタエリスリトールテトラキス（３－
エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル等が好ましい。
【００３９】
上記オキセタン化合物としては、具体的には、例えば、ＥＴＥＲＮＡＣＯＬＬ（Ｒ）ＥＨ
Ｏ、ＥＴＥＲＮＡＣＯＬＬ（Ｒ）ＯＸＢＰ、ＥＴＥＲＮＡＣＯＬＬ（Ｒ）ＯＸＭＡ、ＥＴ
ＥＲＮＡＣＯＬＬ（Ｒ）ＨＢＯＸ、ＥＴＥＲＮＡＣＯＬＬ（Ｒ）ＯＸＩＰＡ（以上、宇部
興産社製）；ＯＸＴ－１０１、ＯＸＴ－１２１、ＯＸＴ－２１１、ＯＸＴ－２２１、ＯＸ
Ｔ－２１２、ＯＸＴ－６１０（以上、東亜合成社製）等が好適である。
【００４０】
上記カチオン硬化性化合物の中でも、脂環式エポキシ化合物や水添エポキシ化合物が特に
好適である。これらは、硬化時にエポキシ化合物自体の着色が起こり難く、光による着色
や劣化が発生しにくい、すなわち透明性や低着色性、耐光性にも優れる。そのため、これ
らを含む樹脂組成物とすれば、着色がなく耐光性により優れる光学部材を高生産性で得る
ことができる。このように、上記カチオン硬化性化合物が、脂環式エポキシ化合物及び水
添エポキシ化合物からなる群より選択される少なくとも１種を含む形態もまた、本発明の
好適な形態の１つである。
【００４１】
上記カチオン硬化性化合物が脂環式エポキシ化合物及び水添エポキシ化合物からなる群よ
り選択される少なくとも１種を含む形態において、脂環式エポキシ化合物や水添エポキシ
化合物の含有量としては、これらの合計量が、上記カチオン硬化性化合物の総量１００質
量％に対して５０質量％以上であることが好適である。これによって、上述した脂環式エ
ポキシ化合物や水添エポキシ化合物を用いることによる作用効果をより発揮することが可
能になる。より好ましくは６０質量％以上、更に好ましくは７０質量％以上である。
【００４２】
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なお、本発明のカチオン硬化性樹脂組成物においては、カチオン硬化性化合物として、従
来の触媒では硬化し難かった芳香族エポキシ化合物を含む場合でも、充分に硬化した成形
体が得られる。そのため、芳香族エポキシ化合物の種類や組成物中の含有量を適宜選択す
ることにより屈折率等の制御された成形体を得ることができる。カチオン硬化性化合物と
して芳香族エポキシ化合物を１００質量％とする形態、並びに芳香族エポキシ化合物と他
のカチオン硬化性化合物とを併用する形態はいずれも好ましい形態である。後者において
は、芳香族エポキシ化合物と、他のカチオン硬化性化合物として脂環式エポキシ化合物及
び水添エポキシ化合物からなる群より選択される少なくとも１種とを含む形態はより好適
な形態である。
また、カチオン硬化性化合物として芳香族エポキシ化合物を用いた樹脂組成物は、屈折率
（高い屈折率）が要求されるレンズ等の用途に好適である。
【００４３】
上記カチオン硬化性化合物はまた、１分子内に２個以上のカチオン重合性基を有する化合
物、すなわち多官能カチオン硬化性化合物であることが好適である。これにより、硬化性
がより高められ、各種特性により優れる硬化物を得ることができる。なお、１分子内に２
個以上のカチオン重合性基を有する化合物としては、同一のカチオン重合性基を２個以上
有する化合物であってもよいし、異なるカチオン重合性基を２個以上有する化合物であっ
てもよいが、多官能カチオン硬化性化合物としては特に、多官能脂環式エポキシ化合物、
多官能水添エポキシ化合物が好ましい。これらを用いることで、更に短時間で硬化物を得
ることが可能になる。
【００４４】
上記樹脂組成物はまた、可撓性を有する成分（可撓性成分）を含むことが好適である。こ
れによって、一体感のある、即ち、靭性の高い樹脂組成物とすることが可能となる。
上記可撓性成分としては、上記カチオン硬化性化合物とは異なる化合物であってもよいし
、該カチオン硬化性化合物の少なくとも１種が可撓性成分であってもよい。
【００４５】
上記可撓性成分として具体的には、（１）－〔－（ＣＨ２）ｎ－Ｏ－〕ｍ－で表されるオ
キシアルキレン骨格を有する化合物（ｎは２以上、ｍは１以上の整数である。好ましくは
、ｎは２～１２、ｍは１～１０００の整数であり、より好ましくは、ｎは３～６、ｍは１
～２０の整数である。）が好適であり、例えば、オキシブチレン基を含むエポキシ化合物
（ジャパンエポキシレジン社製、ＹＬ－７２１７、エポキシ当量４３７、液状エポキシ化
合物（１０℃以上））が好適である。また、その他の好適な可撓性成分としては、（２）
高分子エポキシ化合物（例えば、水添ビスフェノール（ジャパンエポキシレジン社製、Ｙ
Ｘ－８０４０、エポキシ当量１０００、固形水添エポキシ化合物））；（３）脂環式固形
エポキシ化合物（ダイセル化学工業社製　ＥＨＰＥ－３１５０）；（４）脂環式液状エポ
キシ化合物（ダイセル化学工業社製、セロキサイド２０８１）；（５）液状ニトリルゴム
等の液状ゴム、ポリブタジエン等の高分子ゴム、粒径１００ｎｍ以下の微粒子ゴム等が好
ましい。
【００４６】
これらの中でもより好ましくは、末端や側鎖や主鎖骨格等にカチオン重合性基を含むカチ
オン硬化性化合物である。
このように上記可撓性成分としては、カチオン硬化性化合物を好適に用いることができる
が、該化合物としては、エポキシ基を含む化合物であることが好ましく、より好ましくは
、オキシブチレン基（－〔－（ＣＨ２）４－Ｏ－〕ｍ－（ｍは、同上。））を有する化合
物である。
【００４７】
上記可撓性成分を含む場合、その含有量としては、上記カチオン硬化性化合物と可撓性成
分との合計量１００質量％に対し、４０質量％以下であることが好適である。より好まし
くは３０質量％以下、更に好ましくは２０質量％以下である。また、０．０１質量％以上
が好ましく、より好ましくは０．１質量％以上、更に好ましくは０．５質量％以上である
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。
【００４８】
本発明における上記触媒を用いることにより、金型離型性が向上する効果や離型剤を減ら
せる効果が得られ、本発明の樹脂組成物は金型成形材料に好適である。よって、本発明の
樹脂組成物においては、従来技術では用いていた離型剤を使用しなくても、金型からの離
型が可能となる。そのため、離型剤含有による透明性低下を生じることなく、離型剤によ
る性能への影響を抑えて、金型からの離型性に優れる硬化物が得られる。
しかし、上記樹脂組成物を用いてレンズ等を得る場合、つまり、硬化・成形方法として金
型成形を採用する場合において、離型剤を含んでもよい。離型剤としては、カチオン硬化
触媒による硬化反応を阻害することなく、むしろ促進する基を有する化合物が好ましい。
離型剤として具体的には、アルコール性ＯＨ基及び／又はカルボニル基（カルボキシル基
及びエステル基を含む）を有する化合物が好ましく、更にカチオン硬化性樹脂組成物への
相溶性、離型効果の高い点から、炭素数が８以上の炭化水素基を有するものが好ましい。
より好ましくは、炭素数８～３６のアルコール、炭素数８～３６のカルボン酸、炭素数８
～３６のカルボン酸エステル、炭素数８～３６のカルボン酸無水物及び炭素数８～３６の
カルボン酸塩からなる群より選ばれる少なくとも一つの化合物である。このような離型剤
を含有することで、短時間で硬化できるとともに、金型を用いて硬化する際に容易に金型
を剥がすことができ、硬化物の表面に傷をつけることなく外観を制御し、透明性を発現さ
せることができる。よって、上記樹脂組成物を、電気・電子部品材料用途や光学部材用途
等により有用なものとすることができる。
【００４９】
上記離型剤として挙げられた化合物の中でもより好ましくは、アルコール、カルボン酸、
カルボン酸エステルであり、更に好ましくは、カルボン酸（特に高級脂肪酸）及びカルボ
ン酸エステルである。カルボン酸及びカルボン酸エステルは、カチオン硬化反応を阻害す
ることなく、離型効果を充分に発揮できることから好適である。なお、アミン類は、カチ
オン硬化反応を阻害する可能性があることから、離型剤として用いない方が好ましい。
上記化合物はまた、直鎖状、分岐状、環状等のいずれの構造であってもよく、分岐してい
るものが好ましい。
上記化合物の炭素数としては、８～３６の整数であることが好適であるが、これによって
、樹脂組成物の透明性や作業性等の機能を損なうことなく、優れた剥離性を示す硬化物と
なる。炭素数としてより好ましくは８～２０であり、更に好ましくは１０～１８である。
【００５０】
上記炭素数が８～３６のアルコールとしては、一価又は多価のアルコールであり、直鎖状
のものでも分岐状のものでもよい。上記アルコールとしては、具体的には、オクチルアル
コール、ノニルアルコール、デシルアルコール、ウンデシルアルコール、ラウリルアルコ
ール、トリデシルアルコール、テトラデシルアルコール、ペンタデシルアルコール、パル
ミチルアルコール、マーガリルアルコール、ステアリルアルコール、ノナデシルアルコー
ル、エイコシルアルコール、セリルアルコール、ミリシルアルコ－ル、メチルペンチルア
ルコール、２－エチルブチルアルコール、２－エチルヘキシルアルコール、３，５－ジメ
チル－１－ヘキサノール、２，２，４－トリメチル－１－ペンタノール、ジペンタエリス
リトール、２－フェニルエタノール等が好適に挙げられる。上記アルコールとしては、脂
肪族アルコールが好ましく、中でも、オクチルアルコール(オクタノール)、ラウリルアル
コール、２－エチルヘキシルアルコール（２－エチルヘキサノール）、ステアリルアルコ
ールがより好ましい。
【００５１】
上記炭素数が８～３６のカルボン酸としては、１価又は多価のカルボン酸であり、２－エ
チルヘキサン酸、オクタン酸、ノナン酸、デカン酸、ウンデカン酸、ラウリン酸、トリデ
カン酸、テトラデカン酸、ペンタデカン酸、パルミチン酸、１－ヘプタデカン酸、ステア
リン酸、ノナデカン酸、エイコサン酸、１－ヘキサコサン酸、ベヘン酸等が好適に挙げら
れる。好ましくは、オクタン酸、ラウリン酸、２－エチルヘキサン酸、ステアリン酸であ
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る。
【００５２】
上記炭素数が８～３６のカルボン酸エステルとしては、（１）上記アルコールと上記カル
ボン酸とから得られるカルボン酸エステル、（２）メタノール、エタノール、プロパノー
ル、ヘキサノール、ヘプタノール、グリセリン、ベンジルアルコール等の炭素数１～７の
アルコールと上記カルボン酸との組み合わせで得られるカルボン酸エステル、（３）酢酸
、プロピオン酸、ブタン酸、ヘキサン酸等の炭素数１～７のカルボン酸と上記アルコール
との組み合わせで得られるカルボン酸エステル、（４）炭素数１～７のアルコールと、炭
素数１～７のカルボン酸とから得られるカルボン酸エステルであって、合計炭素数が８～
３６となる化合物等が好適に挙げられる。これらの中でも、（２）及び（３）のカルボン
酸エステルが好ましく、ステアリン酸メチルエステル、ステアリン酸エチルエステル、酢
酸オクチルエステル等がより好ましい。
上記炭素数が８～３６のカルボン酸無水物とは、上記炭素数が８～３６のカルボン酸の無
水物である。
【００５３】
上記炭素数が８～３６のカルボン酸塩としては、上記カルボン酸と、アミン、Ｎａ、Ｋ、
Ｍｇ、Ｃａ、Ｍｎ、Ｆｅ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｃｕ、Ｚｎ、Ｓｎとの組み合わせで得られるカル
ボン酸塩等が好適に挙げられる。これらの中でも、ステアリン酸Ｚｎ、ステアリン酸Ｍｇ
、２－エチルヘキサン酸Ｚｎ等が好ましい。
【００５４】
上述の化合物の中でもより好ましくは、ステアリン酸及びステアリン酸エステル等のステ
アリン酸系化合物、アルコール系化合物であり、更に好ましくは、ステアリン酸系化合物
である。
【００５５】
上記離型剤を含む場合、その含有量としては、上記樹脂組成物１００質量％に対して、１
０質量％以下であることが好ましい。１０質量％を超えると樹脂組成物が硬化しにくくな
る等のおそれがある。より好ましくは、０．０１～５質量％であり、更に好ましくは、０
．１～２質量％である。
【００５６】
上記樹脂組成物を用いてレンズを形成する場合、特に、エポキシ系カチオン硬化性化合物
を用いてレンズを形成する場合は、樹脂組成物に無機材料を含有する形態も好ましい。上
記樹脂組成物が、無機材料を含むことにより、強度が高く、成形加工性に優れ、硬化して
得られるレンズは、アッベ数・屈折率が制御されたものとなる（特に珪素化合物は高アッ
ベ数となる）。
【００５７】
上記無機材料としては、金属酸化物粒子等の無機微粒子や、ポリシロキサン化合物等の無
機高分子が好適に挙げられる。
上記無機微粒子としては、金属や金属化合物等の無機化合物から構成される微粒子であれ
ばよく、特に限定されるものではない。無機微粒子における無機成分としては、金属の酸
化物、水酸化物、（酸）窒化物、（酸）硫化物、炭化物、ハロゲン化物、硫酸塩、硝酸塩
、（塩基性）炭酸塩、（塩基性）酢酸塩等が例示される。これらの中でも好ましくは、金
属の酸化物（金属酸化物）であり、シリカ、酸化チタン、酸化ジルコニウム、酸化亜鉛で
あることがより好ましい。用いる硬化性化合物の屈折率やアッベ数にもよるが、通常、屈
折率の高い又はアッベ数の低い成形体（硬化物）を得るためには、酸化チタン、酸化ジル
コニウム又は酸化亜鉛が好ましく用いられる。一方、屈折率の低い又はアッベ数の高い成
形体（硬化物）を得るためには、シリカを用いることが好ましい。
上記無機微粒子としては、微粒子の樹脂との親和性向上、分散性向上等の目的で、表面処
理された粒子も包含される。表面処理剤としては、特に限定されず、微粒子表面に有機鎖
、高分子鎖の導入又は表面電荷制御の目的で、各種の有機化合物、無機化合物、有機金属
化合物等が用いられる。表面処理剤としては、例えば、シランカップリング剤、チタネー
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ト系カップリング剤、アルミネート系カップリング剤、ジルコニウム系カップリング剤等
のカップリング剤；金属アルコキシド類及びこれらの（部分）加水分解・縮合物；金属石
鹸；等の有機金属化合物が挙げられる。
また、無機高分子としては、ポリシロキサン化合物等が挙げられ、具体的には、ポリメチ
ルシルセスキオキサン、ポリフェニルシルセスキオキサン等が挙げられる。
【００５８】
上記樹脂組成物において、無機微粒子又はポリシロキサン化合物を含む場合、カチオン硬
化性化合物としては、水添エポキシ化合物及び／又は脂環式エポキシ化合物を必須とする
形態が好ましい。これにより、高いアッベ数を有するエポキシ系カチオン硬化性化合物と
することができる。
上記樹脂組成物は、無機材料を含有することにより、熱膨張率を低下させることができる
。また、無機材料と樹脂との屈折率をあわせることにより、樹脂組成物及びその成形体（
例えばレンズ等）の外観を制御し、透明性を発現させることもでき、電気・電子部品材料
や光学用途における材料として特に有用なものとすることができる。更に、無機微粒子を
含むことにより、離型効果をより発揮することができる。具体的には、樹脂成分として例
えば熱硬化性樹脂（特に、エポキシ化合物）を含む場合、樹脂成分が接着効果を有するこ
ととなり、このような樹脂組成物は、硬化させた場合に金型に接着するおそれがある。し
かし、無機微粒子を適量加えることにより、離型効果がみられ、成形体（硬化物）が金型
から容易に剥がれることとなる。
上記無機材料を含む場合、その含有量としては、樹脂組成物１００質量％に対して、０．
０１～９５質量％であることが好ましく、より好ましくは、０．１～８０質量％であり、
更に好ましくは、０．２～６０質量％であり、特に好ましくは、０．３～２０質量％であ
り、最も好ましくは、０．５～１５質量％である。
【００５９】
本発明のカチオン硬化性樹脂組成物には、以下に詳述するように、色素、特に６００ｎｍ
以上２０００ｎｍ以下の波長域に吸収極大を有する色素（本発明では近赤外線吸収色素と
もいう）を含有させることができ、この形態も好ましい。
上記色素としては、近赤外線吸収色素に限定されない。紫外線、可視光、赤外線の各帯域
において特定の波長に特性吸収を有する色素を使用目的に応じて適宜選択すればよく、光
学材料の各種用途に適用することができる。
【００６０】
上記色素を含有するカチオン硬化樹脂組成物において、色素はカチオン硬化性樹脂組成物
中に分散又は溶解されてなることが好ましい。より好ましくは、カチオン硬化性樹脂組成
物中に色素が溶解して含有されてなる形態である。すなわち、色素がカチオン硬化樹脂組
成物を構成する樹脂成分や溶媒に溶解するものであることが好ましい。色素としては、１
種又は２種以上を使用することができる。
後述するように撮像レンズモジュールにおけるセンサーの誤作動防止の目的で使用する近
赤外線吸収色素としては、６００～８００ｎｍの波長域に吸収極大を有する色素が好適で
ある。より好ましくは、６５０～７５０ｎｍの波長域に吸収極大を有するものである。上
記色素はまた、４００ｎｍ以上、６００ｎｍ未満の波長域には実質的に吸収極大を持たな
いものであることが好ましい。
【００６１】
上記近赤外線吸収色素としては、分子内にπ電子結合を有する色素が好ましい。このよう
な分子内にπ電子結合を有する色素としては、芳香環を含む化合物であることが好適であ
る。より好ましくは、１分子内に２個以上の芳香環を含む化合物である。
なお、上記分子内にπ電子結合を有する色素が、上述した好適な波長域に吸収極大を有す
るものであることが特に好ましい。
上記分子内にπ電子結合を有する色素としては、例えば、フタロシアニン系色素、ポルフ
ィリン系色素、シアニン系色素、クアテリレン系色素、スクアリリウム系色素、ナフタロ
シアニン系色素、ニッケル錯体系色素、銅イオン系色素等が挙げられ、これらの１種又は
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２種以上を使用することができる。
双性イオン構造及びカチオン性構造のいずれも有さない色素が耐熱性、耐候性の観点で好
ましく、フタロシアニン系色素及び／又はポルフィリン系色素が好適である。より好まし
くは、金属フタロシアニン錯体及び／又は金属ポルフィリン錯体である。
【００６２】
上記フタロシアニン系色素としては、金属フタロシアニン錯体が好適であり、例えば、銅
、亜鉛、コバルト、バナジウム、鉄、ニッケル、錫、銀、マグネシウム、ナトリウム、リ
チウム、鉛等の金属元素を中心金属とする金属フタロシアニン錯体が挙げられる。これら
の金属元素の中でも、溶解性、可視光透過性、耐光性がより優れることから、銅、バナジ
ウム及び亜鉛のいずれか１以上を中心金属とするものが好ましい。中心金属としてより好
ましくは銅及び亜鉛であり、更に好ましくは銅である。銅を用いたフタロシアニンは、ど
のようなバインダー樹脂に分散させても光による劣化がなく、非常に優れた耐光性を有す
る。
上記ポルフィリン系色素としては、テトラアザポルフィリン等の金属ポルフィリン錯体が
好適である。
上記色素を含む場合、その含有量としては、樹脂組成物１００質量％に対して、０．００
０１～１０質量％であることが好ましく、より好ましくは０．００１～１質量％である。
【００６３】
撮像レンズモジュールにおいて、ノイズとなる入射光中の（近）赤外線を除去するため透
明樹脂シートを基材としその片面もしくは両面に赤外線反射膜を設けてなる赤外線カット
フィルター（反射型ＩＲＣＦともいう）を、レンズへの入射光側または出射光側に備えた
ものが知られている。ところが反射型ＩＲＣＦは、入射角により分光透過率曲線が異なる
（入射角依存性がある）ため改善が必要とされている。
本出願人は、反射型ＩＲＣＦにおいて、近赤外線吸収色素を樹脂組成物に含有させた組成
物から得られた色素含有層を有する樹脂シートを基材とすることにより、入射角依存性の
抑制された反射型ＩＲＣＦを得ることができることを既に知見している。そこで、該樹脂
組成物を本発明のカチオン硬化性樹脂組成物とすること、すなわち、近赤外線吸収色素を
カチオン硬化性樹脂組成物に含有させた組成物から得られた色素含有層を有する樹脂シー
トを基材とすることにより、入射角依存性が抑制されるとともに耐熱性等に優れる反射型
ＩＲＣＦを得ることができることを確認した。
【００６４】
すなわち、本発明のカチオン硬化性樹脂組成物は、撮像レンズ用のＩＲＣＦに要求される
優れた耐熱性や耐光性等を有するため、近赤外線吸収色素を含有する該組成物から得られ
た色素含有層を有する樹脂シート（成形体）は、入射角依存性の抑制された反射型ＩＲＣ
Ｆの基材として有用である。
また、本発明のカチオン硬化性樹脂組成物から得られるレンズ自体に近赤外線吸収色素を
含有させることによっても、該レンズを含む撮像レンズモジュールは反射型ＩＲＣＦを搭
載しても入射角依存性が抑制されたものとなるため、好ましい。
すなわち、撮像レンズモジュールに用いられるＩＲＣＦ用の基材（樹脂シート）やレンズ
用としての、近赤外線吸収色素を含有するカチオン硬化性樹脂組成物、及び、該組成物か
ら得られる成形体（例えば樹脂シート、レンズ等）の使用もまた本発明の好ましい形態で
ある。
【００６５】
近赤外線吸収色素を含有するカチオン硬化性樹脂組成物は、上記ＩＲＣＦ用の基材（樹脂
シート）、レンズへの適用に限定されず、撮像レンズモジュールを構成する各種部材、例
えば封止剤、接着剤、センサー上部のマイクロレンズ等の他の部材用にも好適に使用でき
る。さらに、撮像レンズモジュール以外のＬＥＤ用封止樹脂、ＬＥＤ用レンズ樹脂等の各
種用途にも好ましく用いられる。
【００６６】
上記樹脂組成物は、上述した必須成分や好適な含有成分の他に、本発明の作用効果を損な
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わない限りにおいて、カチオン硬化触媒以外の硬化触媒・硬化剤、硬化促進剤、反応性希
釈剤、不飽和結合を有さない飽和化合物、顔料、染料、酸化防止剤、紫外線吸収剤、光安
定剤、可塑剤、非反応性化合物、連鎖移動剤、熱重合開始剤、嫌気重合開始剤、重合禁止
剤、無機充填剤、有機充填剤、カップリング剤等の密着向上剤、熱安定剤、防菌・防カビ
剤、難燃剤、艶消し剤、消泡剤、レベリング剤、湿潤・分散剤、沈降防止剤、増粘剤・タ
レ防止剤、色分かれ防止剤、乳化剤、スリップ・スリキズ防止剤、皮張り防止剤、乾燥剤
、防汚剤、帯電防止剤、導電剤（静電助剤）、溶媒等を含有してもよい。
【００６７】
本発明のカチオン硬化性樹脂組成物は、上記カチオン硬化性化合物及びカチオン硬化性触
媒を混合し、必要に応じて上記他の成分等も混合して、調製することができる。
また、各成分を混合する際には、必要に応じて、各成分又は混合物を加熱して、均一組成
になるように混合することもできる。加熱温度としては、硬化性樹脂の分解温度以下、又
は、反応温度以下であれば特に限定されないが、触媒添加前であれば、好ましくは１４０
～２０℃、より好ましくは１２０～４０℃である。
【００６８】
上記樹脂組成物は、粘度が１００００Ｐａ・ｓ以下であることが好ましい。これによって
、加工特性に優れ、例えば、成形体形成用途（特に金型成形体の形成用途）により優れる
ものとなる。より好ましくは１０００Ｐａ・ｓ以下、更に好ましくは２００Ｐａ・ｓ以下
である。また、０．０１Ｐａ・ｓ以上であることが好ましく、０．１Ｐａ・ｓ以上である
ことがより好ましい。更に好ましくは１Ｐａ・ｓ以上、一層好ましくは５Ｐａ・ｓ以上で
あり、特に好ましくは１０Ｐａ・ｓ以上である。
上記粘度の測定は、樹脂組成物について、Ｒ／Ｓレオメーター（米国ブルックフィールド
社製）を用いて、４０℃、回転速度Ｄ＝１／ｓの条件下で行うことが可能である。なお、
粘度２０Ｐａ・ｓ以上では、ＲＣ２５－１の測定治具を使用し、粘度２０Ｐａ・ｓ未満で
は、ＲＣ５０－１の治具を使用できる。また、回転速度Ｄ＝１／ｓ時点の粘度が測定でき
ないものについては、回転速度Ｄ＝５～１００／ｓの値を外挿して、樹脂組成物の粘度と
して評価可能である。
【００６９】
上記樹脂組成物の硬化方法としては、熱硬化や光硬化（活性エネルギー線照射による硬化
）等の種々の方法を好適に用いることができる。熱硬化としては３０～４００℃程度で硬
化することが好ましく、光硬化としては１０～１００００ｍＪ／ｃｍ２で硬化することが
好ましい。硬化は１段階で行ってもよく、また、１次硬化（予備硬化）、２次硬化（本硬
化）のように２段階で行ってもよい。例えば、レンズ等のように金型成形を必要とする場
合においては、脱型操作を必要とするが、脱型操作の前に１次硬化を行い、脱型操作後に
２次硬化を行うといった硬化・成形方法が好ましく採用される。
以下に、２段階硬化を行う場合について、詳述する。
２段階硬化法としては、１次硬化に相当する第１工程として、樹脂組成物を１０～１００
０００ｍＪ／ｃｍ２で光硬化させるか、又は、８０～２００℃で熱硬化させる工程と、該
第１工程で得た硬化物を２００℃を超え５００℃以下で熱硬化させる、２次硬化に相当す
る第２工程とを含む方法を採用することが好ましい。
【００７０】
上記第１工程においては、熱硬化の場合には、硬化温度を８０～２００℃とすることが好
ましい。より好ましくは１００℃以上、１６０℃以下である。また、硬化温度は、８０～
２００℃の範囲内で、段階的に変化させてもよい。
上記熱硬化工程における硬化時間は、例えば、１０分以内であることが好ましく、より好
ましくは５分以内、更に好ましくは３分以内である。また、好ましくは１０秒以上、より
好ましくは３０秒以上である。
【００７１】
上記熱硬化工程はまた、空気中、又は、窒素等の不活性ガス雰囲気下、減圧下又は加圧下
のいずれの雰囲気下でも行うことができる。例えば、生産性向上等の観点から、樹脂組成
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物を型内で所定の温度・時間で保持した後、型から取り出して空気中、又は、窒素等の不
活性ガス雰囲気内に静置して熱処理することも可能である。また、光硬化（活性エネルギ
ー線照射による硬化）を組み合わせてもよい。
【００７２】
上記第１工程としてはまた、金属、セラミック、ガラス、樹脂製等の型（「金型」と称す
。）を用いた硬化工程であることが好適である。金型を用いた硬化工程とは、例えば、射
出成形法、圧縮成形法、注型成形法、サンドイッチ成形法等の金型成形法で通常行われる
硬化工程であればよいが、第１工程がこのような金型を用いた硬化工程であれば、耐磨耗
性、低収縮性、寸法精度及び金型転写性等の各種物性に優れ、かつ着色がなく透明な成形
体を容易に製造できる。
【００７３】
上記第１工程が金型を用いた硬化工程である場合には、第１工程の後であって、かつ第２
工程の前に、脱型工程を行うことが好適である。脱型工程を含む形態、すなわち第１工程
で得た硬化物を金型から取り出し、取り出した硬化物を次の第２工程に供する形態とする
ことによって、高価な金型を有効に回転（リサイクル）でき、かつ金型の寿命を長くする
ことができるため、低コストで成形体を得ることが可能になる。
この場合、上記樹脂組成物を硬化剤及び必要に応じて他の成分を含む１液組成物とし、目
的とする成形体の形状に合わせた金型内に該１液組成物を充填（射出・塗出等）して硬化
させ、その後、硬化物を金型から取り出す方法が好適に用いられる。
【００７４】
上記硬化方法において、第２工程では、上記第１工程で得た硬化物（好ましくは、脱型工
程によって金型から取り出した硬化物）を２００℃を超え、５００℃以下で熱硬化させる
ことが好ましい。硬化温度としては、下限は、より好ましくは２５０℃以上、更に好まし
くは３００℃以上、特に好ましくは３３０℃以上、最も好ましくは３５０℃以上である。
上限は、より好ましくは４００℃以下である。また、硬化温度は、２００℃を超え、５０
０℃以下の温度範囲内で、段階的に変化させてもよい。
上記第２工程における硬化時間は、得られる成形体の硬化率が充分となる時間とすればよ
く特に限定されないが、製造効率を考慮すると、例えば、３０分間～３０時間とすること
が好適である。より好ましくは１～１０時間である。
【００７５】
上記第２工程はまた、空気中、又は、窒素等の不活性ガス雰囲気のいずれの雰囲気下でも
行うことができる。中でも特に、酸素濃度が低い雰囲気下で上記第２工程を行うことが好
ましい。例えば、酸素濃度が１０体積％以下である不活性ガス雰囲気下で行うことが好適
である。より好ましくは３体積％以下、更に好ましくは１体積％以下、特に好ましくは０
．５体積％以下、最も好ましくは０．３体積％以下である。
【００７６】
上記硬化方法で得られる硬化物の強度としては、金型から取り出して形状を保てる程度の
強度であればよく、例えば、９．８×１０４Ｐａ以上の力で押し出したときの形状変化の
割合が１０％以下の圧縮強度であることが好ましい。形状変化の割合としては、好ましく
は１％以下であり、より好ましくは０．１％以下であり、更に好ましくは０．０１％以下
である。
【００７７】
本発明のカチオン硬化性樹脂組成物は、上述のように耐熱性、耐湿熱性、低吸水性、耐Ｕ
Ｖ照射性等に優れた成形体を与えることができるものである。このように、上記カチオン
硬化性樹脂組成物を硬化して得られる成形体（硬化物）もまた、本発明の１つである。
上記成形体は、例えば、光学材料（部材）、機械部品材料、電気・電子部品材料、自動車
部品材料、土木建築材料、成形材料等の他、塗料や接着剤の材料等の各種用途に有用なも
のである。中でも特に、光学材料、オプトデバイス部材、表示デバイス部材等に好適に用
いることができる。このような用途として具体的には、例えば、眼鏡レンズ、（デジタル
）カメラや携帯電話用カメラや車載カメラ等のカメラ用撮像レンズ、光ビーム集光レンズ
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、光拡散用レンズ等のレンズ、ＬＥＤ用封止材、光学用接着剤、光伝送用接合材料、フィ
ルター、回折格子、プリズム、光案内子、ウォッチガラス、表示装置用のカバーガラス等
の透明ガラスやカバーガラス等の光学用途；フォトセンサー、フォトスイッチ、ＬＥＤ、
発光素子、光導波管、合波器、分波器、断路器、光分割器、光ファイバー接着剤等のオプ
トデバイス用途；ＬＣＤや有機ＥＬやＰＤＰ等の表示素子用基板、カラーフィルター用基
板、タッチパネル用基板、ディスプレイ保護膜、ディスプレイバックライト、導光板、反
射防止フィルム、防曇フィルム等の表示デバイス用途等が好適である。
【００７８】
これらの用途の中でも、光学材料が特に好適である。このように上記成形体が光学材料で
ある形態や、上記カチオン硬化性樹脂組成物が光学材料用の樹脂組成物である形態もまた
、本発明の好適な形態に含まれる。
上記光学材料としては、特に、レンズ、ＬＥＤ用封止材、光学用接着剤、光伝送用接合材
料であることが好適である。レンズとして好ましくは、カメラレンズ、光ビーム集光レン
ズ、光拡散用レンズ及び光ピックアップレンズであり、より好ましくはカメラレンズであ
る。カメラレンズの中でも、携帯電話用撮像レンズ及びデジタルカメラ用撮像レンズ等の
撮像レンズが好ましい。また、これら微小光学レンズであることが好適である。
なお、上記樹脂組成物が光学材料用の樹脂組成物である場合は、光学材料の用途に応じて
適宜その他の成分を含んでいてもよい。その他の成分としては、具体的には、ＵＶ吸収剤
、ＩＲカット剤、反応性希釈剤、顔料、洗料、酸化防止剤、光安定剤、可塑剤、非反応性
化合物、連鎖移動剤、熱重合開始剤、嫌気重合開始剤、重合禁止剤、消泡剤等が好適に挙
げられる。
【００７９】
本発明のカチオン硬化性樹脂組成物は、上記カチオン硬化性触媒を用いることによって、
アンチモン系カチオン硬化触媒を用いた場合に比べて、環境負荷の低減の観点からも有用
であり、特に光学材料用途においてその有用性は高い。特に、世界需要が高く更に需要増
加が見込まれるカメラ用撮像レンズ、光ビーム集光レンズ、光拡散用レンズ等のレンズ、
ＬＥＤ用封止材、光学用接着剤において、本発明の樹脂組成物を用いる価値は高い。また
、本発明の樹脂組成物から得られる成形体（硬化物）は、吸水率が低いことから、カメラ
レンズ、光ビーム集光レンズ、光拡散用レンズ及び光ピックアップレンズの各用途におい
て好ましく用いられる。より好ましくはカメラレンズの用途であり、カメラレンズの中で
も、携帯電話用撮像レンズ及びデジタルカメラ用撮像レンズ等の撮像レンズが更に好まし
い用途である。成形体（硬化物）における吸水は、膨張、クラックの発生等の原因となる
が、吸水によるこれらの僅かな変化が光学特性に現われ易い上述した微小光学レンズには
、本発明の成形体（硬化物）を用いることは有効である。
【００８０】
更に、本発明の樹脂組成物から得られる成形体（硬化物）は、リフロー耐熱性が高く、可
視光透過率の低減や着色が抑えられる。携帯電話、テレビ、パソコン、車載用途等の各種
素子は、製造工程の簡略化、低コスト化等の理由から、半田リフロープロセスを採用する
流れにある。本発明の樹脂組成物又は該組成物から得られた成形体は、半田リフロープロ
セスに供されても光学特性低下が抑制されることから、半田リフロープロセスを採用する
各種素子の部材（例えばレンズ、フィルター、接着剤等の光学材料）として有用である。
本発明の組成物に用いるカチオン硬化触媒がＴＰＢ系触媒である場合には、該組成物から
得られる成形体（硬化物）の吸水率が特に低く、耐熱性にも優れることから、ＴＰＢ系触
媒をカチオン硬化触媒とするカチオン硬化性樹脂組成物は、上述した各光学材料用途に特
に有用である。
【発明の効果】
【００８１】
本発明のカチオン硬化性樹脂組成物は、上述のような構成であるので、耐熱性、耐湿熱性
、低吸水性、耐ＵＶ照射性等に優れた成形体を与えることができるものである。特に、本
発明におけるカチオン硬化触媒を用いることにより、得られた成形体における４００ｎｍ
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の透過率が改善され、着色が低減される。このような成形体は、光学材料、機械部品材料
、電気・電子部品材料、自動車部品材料、土木建築材料、成形材料等の他、塗料や接着剤
の材料等の各種用途に好適に適用でき、特に光学材料として有用である。
【図面の簡単な説明】
【００８２】
【図１】実施例１９で得られた硬化物の分光透過率測定の結果を示すグラフである。
【図２】実施例２７で得られた硬化物の分光透過率測定の結果を示すグラフである。
【図３】実施例２８で得られた硬化物の分光透過率測定の結果を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００８３】
以下に実施例を掲げて本発明を更に詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例のみに限
定されるものではない。特に断りのない限り、「部」は「質量部」を、「％」は「質量％
」を意味するものとする。
【００８４】
＜ＴＰＢ錯体の調製＞
調製例１
（ＴＰＢ：ＴＨＦ錯体の合成）
ＴＰＢ（トリス（ペンタフルオロフェニル）ボラン）４２．３ｇをトルエン６０．５ｇに
溶解し、室温で撹拌しながらＴＨＦ（テトラヒドロフラン）７．１４ｇを滴下した。その
後、ｎ－ヘキサン１２１．１ｇを室温で滴下した。この溶液を氷冷し、しばらく撹拌を続
けると白色結晶が析出した。白色結晶をろ別し、ｎ－ヘキサン洗浄し、乾燥後、白色固体
であるＴＰＢ：ＴＨＦ錯体を３４．５ｇ（ＴＰＢの含有量は液体クロマトグラフィーより
８５．０５％であった）得た。
［ＮＭＲデータ］
１Ｈ－ＮＭＲ（ＣＤＣｌ３）ｐｐｍ
δ＝１．８７（４Ｈ，ｍ）
δ＝３．６３（４Ｈ，ｍ）
１９Ｆ－ＮＭＲ（ＣＤＣｌ３）ｐｐｍ
δ＝－８７．７（６Ｆ，ｍ）
δ＝－８０．５（３Ｆ，ｄｄ）
δ＝－５９．４（６Ｆ，ｄ）
【００８５】
調製例２
（ＴＰＢ／ヒンダードアミン（ＴＩＮＵＶＩＮ７７０）錯体の調製）
調製例１で得られたＴＰＢ：ＴＨＦ錯体８１．１部（ＴＰＢ成分：６９．０部）と、ＴＩ
ＮＵＶＩＮ７７０（ヒンダードアミン、ＢＡＳＦ社製）３１．１部を、γ－ブチロラクト
ン８８部に溶解し、ＴＰＢ錯体（１ａ）のγ－ブチロラクトン溶液を調製した。ＴＰＢ錯
体（１ａ）におけるｎ（ｂ）／ｎ（ａ）＝０．９６／１である。
また、上記と同様にして、以下のＴＰＢ錯体（１ｂ）～（１ｅ）のγ－ブチロラクトン溶
液を調整した。
　　　　　　　　　　　ｎ（ｂ）／ｎ（ａ）
ＴＰＢ錯体（１ｂ）　　２．０４／１
ＴＰＢ錯体（１ｃ）　　１．１／１
ＴＰＢ錯体（１ｄ）　　０．９５／１
ＴＰＢ錯体（１ｅ）　　０．９１／１
【００８６】
調製例３
（ＴＰＢ／ヒンダードアミン（アデカスタブＬＡ５７）錯体の調製）
調製例１で得られたＴＰＢ：ＴＨＦ錯体１００．０部（ＴＰＢ成分：８５．１部）と、ア
デカスタブＬＡ５７（ヒンダードアミン、ＡＤＥＫＡ社製）３２．６部を、γ－ブチロラ
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クトン１０３部に溶解し、ＴＰＢ錯体（２ａ）のγ－ブチロラクトン溶液を調製した。な
お、ｎ（ｂ）／ｎ（ａ）＝０．９９／１である。
また、上記と同様にして、ＴＰＢ錯体（２ｂ）～（２ｃ）のγ－ブチロラクトン溶液を調
製した。
　　　　　　　　　　　ｎ（ｂ）／ｎ（ａ）
ＴＰＢ錯体（２ｂ）　　１．０６／１
ＴＰＢ錯体（２ｃ）　　１．０２／１
【００８７】
調製例４
（ＴＰＢ／ヒンダードアミン（ＴＩＮＵＶＩＮ７６５）錯体の調製）
調製例１で得られたＴＰＢ：ＴＨＦ錯体１００．０部（ＴＰＢ成分：８５．１部）と、Ｔ
ＩＮＵＶＩＮ７６５（ヒンダードアミン、ＢＡＳＦ社製）５０．１部を、γ－ブチロラク
トン１２０部に溶解し、ＴＰＢ錯体（３）のγ－ブチロラクトン溶液を調製した。なお、
ｎ（ｂ）／ｎ（ａ）＝１．１９／１である。
【００８８】
調製例５
（ＴＰＢ／アンモニア錯体の調製）
調製例１と同様にして得られたＴＰＢ：ＴＨＦ錯体１３０部（ＴＰＢ成分：１１０．６部
）と、２５％ＮＨ３水溶液２６部（ＮＨ３成分：６．５部）を、γ－ブチロラクトン７８
．２部に溶解し、ルイス塩基としてＮＨ３が配位したＴＰＢ錯体（４ａ）のγ－ブチロラ
クトン溶液を調製した。なお、ｎ（ｂ）／ｎ（ａ）＝１．７７／１である。
また、用いる２５％ＮＨ３水溶液の量を以下のように変える以外は上記と同様にして、Ｎ
Ｈ３が配位したＴＰＢ錯体（４ｂ）～（４ｆ）のＴＰＢ・ＮＨ３成分が５０％となるよう
にγ－ブチロラクトン溶液を調製した。
各ＴＰＢ錯体におけるＮＨ３配位量は以下のとおりである。
　　　　　　　　　　　ｎ（ｂ）／ｎ（ａ）
ＴＰＢ錯体（４ｂ）　　０．５９／１
ＴＰＢ錯体（４ｃ）　　１．１８／１
ＴＰＢ錯体（４ｄ）　　２．９４／１
ＴＰＢ錯体（４ｅ）　　１５／１
ＴＰＢ錯体（４ｆ）　　１００／１
【００８９】
調製例６
（ＴＰＢ／トリフェニルホスフィン錯体の調製）
調製例１と同様にして得られたＴＰＢ：ＴＨＦ錯体１００部（ＴＰＢ成分：８５．１部）
と、トリフェニルホスフィン４３部を、γ－ブチロラクトン１１３．２部に溶解し、ＴＰ
Ｂ／トリフェニルホスフィン錯体（ＴＰＢ錯体（５））のγ－ブチロラクトン溶液を調製
した。ＴＰＢ錯体（５）における、トリフェニルホスフィン配位量は以下のとおりである
。ｎ（ｂ）／ｎ（ａ）＝０．９９／１
【００９０】
調製例７
（ＴＰＢ／トリエチルアミン錯体の調製）
調製例１で得られたＴＰＢ：ＴＨＦ錯体１００部（ＴＰＢ成分：８５．１部）と、トリエ
チルアミン１３．５部を、γ－ブチロラクトン９９部に溶解し、ＴＰＢ錯体（６ａ）のγ
－ブチロラクトン溶液を調製した。なお、ｎ（ｂ）／ｎ（ａ）＝０．８／１である。
また、上記と同様にして、ＴＰＢ錯体（６ｂ）のγ－ブチロラクトン溶液を調製した。な
お、ｎ（ｂ）／ｎ（ａ）＝２．２／１である。
【００９１】
＜樹脂組成物及び硬化物（成形体）の調製＞
実施例１
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カチオン硬化性化合物としてセロキサイドＣＥＬＬ－２０２１Ｐ（液状脂環式エポキシ樹
脂、エポキシ当量１３１、ダイセル化学工業社製）１００部、及び、上記ＴＰＢ錯体（１
ａ）のγ－ブチロラクトン溶液０．２部（カチオン硬化触媒としてＴＰＢ／ＴＩＮＵＶＩ
Ｎ７７０錯体０．１部）を投入し、４０℃にて減圧下で均一になるように混合して樹脂組
成物（１）を得た。当該樹脂組成物を、後述の方法（硬化工程）により硬化させ、硬化物
を得た。
【００９２】
実施例２
カチオン硬化性化合物としてセロキサイドＣＥＬＬ－２０２１Ｐ（液状脂環式エポキシ樹
脂、エポキシ当量１３１、ダイセル化学工業社製）１００部、及び、上記ＴＰＢ錯体（４
ａ）のγ－ブチロラクトン溶液０．２３４部（カチオン硬化触媒としてＴＰＢ／アミン錯
体０．１１７部）を投入し、４０℃にて減圧下で均一になるように混合して樹脂組成物（
２）を得た。当該樹脂組成物を、後述の方法により硬化させ、硬化物を得た。
【００９３】
実施例３～７、比較例１～３
樹脂組成物を構成するカチオン硬化性化合物及びカチオン硬化触媒の種類及び量を表１～
２に示すとおりに変更したこと以外は、実施例１と同様にして樹脂組成物（３）～（７）
、樹脂組成物（比較１）～（比較３）を得た。当該樹脂組成物を、後述の方法により硬化
させ、硬化物を得た。
【００９４】
実施例８
カチオン硬化性化合物としてＹＸ－８０００（液状水添エポキシ樹脂、三菱化学社製）１
００部、及び、ＴＰＢ錯体（５）のγ－ブチロラクトン溶液１部（カチオン硬化触媒とし
てＴＰＢ／トリフェニルホスフィン錯体０．５部）を投入し、均一になるように混合して
樹脂組成物（８）を得た。当該樹脂組成物を、後述の方法により硬化させ、硬化物を得た
。
【００９５】
実施例９～２６、比較例４～７
表１～２記載の種類及び量のカチオン硬化性化合物、無機材料、カチオン硬化触媒を用い
、各樹脂組成物を得た。なお、カチオン硬化性化合物として、ＥＨＰＥ－３１５０、ＹＸ
－８０４０、ＰＧ－１００の固体エポキシ樹脂を混合する際には、樹脂を１４０℃に加熱
して、均一組成とした。無機材料としてＰＭＳＱ－Ｅを用いた場合は、カチオン硬化性化
合物を混合した後に、８０℃にて均一混合した。触媒を混合する際は、実施例１と同様に
４０℃減圧下にて均一組成になるように混合した。
当該樹脂組成物を、後述の方法により硬化させ、硬化物を得た。
【００９６】
実施例２７
実施例１９の樹脂組成物１００部に対して、４０℃でＴＸ－ＥＸ－６０９Ｋ（フタロシア
ニン系色素、吸収極大波長６８０ｎｍ、日本触媒社製）０．００８部を均一に溶解させ、
色素含有樹脂組成物を得た。
また、当該樹脂組成物を、後述の方法により硬化させ、硬化物を得た。
【００９７】
実施例２８
実施例１９の樹脂組成物１００部に対して、４０℃でＴＸ－ＥＸ－７２０（フタロシアニ
ン系色素、吸収極大波長７１５ｎｍ、日本触媒社製）０．０１５部を均一に溶解させ、色
素含有樹脂組成物を得た。
また、当該樹脂組成物を、後述の方法により硬化させ、硬化物を得た。
【００９８】
比較例８
比較例６の樹脂組成物１００部に対して、４０℃でＴＸ－ＥＸ－６０９Ｋ（フタロシアニ
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ン系色素、吸収極大波長６８０ｎｍ、日本触媒社製）０．００８部を均一に溶解させ、色
素含有樹脂組成物を得た。
また、当該樹脂組成物を、後述の方法により硬化させ、硬化物を得た。
【００９９】
比較例９
比較例６の樹脂組成物１００部に対して、４０℃でＴＸ－ＥＸ－６０９Ｋ（フタロシアニ
ン系色素、吸収極大波長７１５ｎｍ、日本触媒社製）０．０１５部を均一に溶解させ、色
素含有樹脂組成物を得た。
また、当該樹脂組成物を、後述の方法により硬化させ、硬化物を得た。
【０１００】
上記実施例及び比較例で得られた樹脂組成物を、以下の方法により硬化させ、硬化物（成
形体）を得た。
＜硬化工程＞
（第１工程）
ＳＵＳ３０４（日本テストパネル社製、表面８００番仕上げ）の金属板を２枚用いて、１
０００μｍ間隔のギャップを形成し、各樹脂組成物の注型成形を行った。表１記載の温度
／時間で１次硬化を行った後、脱型した。また、１次硬化時の成形物の接着性が強く、離
型しにくい場合には、ダイフリーＧＡ－７５００（ダイキン工業社製、フッ素－シリコー
ン系）をＳＵＳ板上に噴霧してふき取り、このＳＵＳ板を使用した。
（第２工程（キュア））
第１工程での硬化後、Ｎ２雰囲気下（特に断りのない限り、０．２～０．３体積％の酸素
濃度で実施した）、以下の条件で硬化の処理を行った。
条件：２５０℃×１時間（２５０℃の乾燥機へ直接試料を投入）
【０１０１】
上記実施例及び比較例で得られた樹脂組成物又は硬化物について、硬化物（１次硬化後及
び２次硬化後）の透過率、耐熱性、吸水性、耐湿熱性、耐候（光）性、保存安定性及び硬
化性（成形性）を、以下の方法にて評価した。結果を表３に示す。
＜硬化物の透過率（着色の有無）＞
吸光度計（島津製作所社製、分光光度計ＵＶ－３１００）を用いて、上記第１工程後（１
次硬化後）及び第２工程後（２次硬化後）の夫々の時点で、波長４００ｎｍ及び５００ｎ
ｍにおける硬化物の透過率を測定した。
＜耐熱性試験（リフロー耐熱性試験）＞
２次硬化後の硬化物を、大気中、２６０℃で１０分間乾燥させた後、波長４００ｎｍ及び
５００ｎｍにおける硬化物の透過率を、吸光度計（島津製作所社製、分光光度計ＵＶ－３
１００）を用いて測定した。
＜吸水性試験（吸湿性）＞
２次硬化後の硬化物を、窒素ガス（Ｎ２）雰囲気下、２３０℃で１時間乾燥させ、絶乾状
態とした後、重量を測った。温度８５℃、相対湿度８５％の環境下に１００時間静置した
後、重量を測定した。増加した重量より吸水率を算出した。
【０１０２】
＜耐湿熱性試験＞
上記吸水性試験後の硬化物の、波長４００ｎｍ及び５００ｎｍにおける透過率を、吸光度
計（島津製作所社製、分光光度計ＵＶ－３１００）を用いて測定した。
＜耐候（光）性試験＞
２次硬化後の硬化物を試料として、スガ試験機社製のＭ６Ｔ（６ｋＷ水平式メタリングウ
エザーメーター）を用いて、フィルター：（インナー）石英／（アウター）＃２７５、１
ｋＷ／ｍ２（３００～４００ｎｍ）の条件で耐候（光）性試験を行い、５０℃で１００時
間経過後の硬化物の透過率（波長４００ｎｍ、５００ｎｍ）を、吸光度計（島津製作所社
製、分光光度計ＵＶ－３１００）を用いて測定した。
【０１０３】
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＜保存安定性＞
実施例３で得た樹脂組成物（３）及び比較例１で得た樹脂組成物（比較１）を４０℃の環
境下で静置し、所定時間経過後の粘度を以下のようにして測定した。
上記粘度の測定は、樹脂組成物について、Ｒ／Ｓレオメーター（米国ブルックフィールド
社製）を用いて、４０℃、回転速度Ｄ＝１／ｓの条件下で行った。なお、粘度２０Ｐａ・
ｓ以上では、ＲＣ２５－１の測定治具を使用し、粘度２０Ｐａ・ｓ未満では、ＲＣ５０－
１の治具を使用した。また、回転速度Ｄ＝１／ｓ時点の粘度が測定できないものについて
は、回転速度Ｄ＝５～１００／ｓの値を外挿して、樹脂組成物の粘度として評価した。
樹脂組成物（３）の粘度は、０時間経過後（試験開始時）に０．１２Ｐａ・ｓ、７２時間
経過後に１．３Ｐａ・ｓ、１４４時間経過後に１００Ｐａ・ｓとなった。
樹脂組成物（比較１）は、４８時間経過後に固化した。
また、同様の測定法にて、一部の実施例、比較例で得られた樹脂組成物について（表３に
示す）、４０℃雰囲気中に１２時間静置した後の粘度を測定し、樹脂組成物調製直後の粘
度に対する変化の程度を評価した。具体的には、４０℃静置後の粘度が調製直後の粘度に
対して１０倍以上に変化したものを×、変化が１０倍未満であったものを○と評価した。
【０１０４】
＜硬化性（１次硬化時の成形性）＞
樹脂組成物を１次硬化条件にて硬化させた。１次硬化後に、硬化温度にてショア硬度Ａタ
イプで１０以上の固さのある硬化物を○、１０未満の硬化物（硬化不良によるゲル物を含
む）を×として評価した。
【０１０５】
＜入射角依存性の評価＞
実施例１９、２７、２８より得られた１ｍｍ厚みの硬化物（２次硬化体）とガラス製ＩＲ
ＣＦ（片面に酸化チタン２０層／シリカ２０層の交互蒸着品）を用いて、入射光源側から
、硬化物、ガラス製ＩＲＣＦの順に直列に配置して、吸光度計（島津製作所社製、分光光
度計ＵＶ－３１００）を用いて、分光透過率測定（透過率スペクトル測定）を行った。
入射光に対して垂直になるように硬化物及びガラス製ＩＲＣＦを設置した場合（このよう
にして測定された透過率スペクトルを０°スペクトルともいう。硬化物及びガラス製ＩＲ
ＣＦの厚み方向（垂直方向）から光が入射するようにして測定される。）と、硬化物、Ｉ
ＲＣＦの厚み方向（垂直方向）に対して２５°傾いた方向から光が入射するように硬化物
及びガラス製ＩＲＣＦを設置した場合（このようにして測定された透過率スペクトルを２
５°スペクトルともいう。）について評価した。
【０１０６】
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【表１】

【０１０７】
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【表２】

【０１０８】
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【表３】

【０１０９】
表１～２中の略号等は、下記のとおりである。
ＣＥＬＬ－２０２１Ｐ：液状脂環式エポキシ樹脂『セロキサイドＣＥＬＬ－２０２１Ｐ』
、エポキシ当量１３１、重量平均分子量２６０、ダイセル化学工業社製
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ＥＨＰＥ－３１５０：脂環式エポキシ樹脂、ダイセル化学工業社製
ＹＸ－８０００：液状水添エポキシ樹脂、重量平均分子量４０９、三菱化学社製
ＹＸ－８０３４：水添エポキシ樹脂、三菱化学社製
ＹＸ－８０４０：高分子量水添エポキシ樹脂、重量平均分子量３８３１、三菱化学社製
ＰＧ－１００：フルオレンエポキシ樹脂、大阪ガスケミカル社製
８２８ＥＬ：芳香族エポキシ樹脂、三菱化学社製
ＯＸＴ－２２１：オキセタン樹脂『アロンオキセタンＯＸＴ－２２１』、東亜合成社製
ＰＭＳＱ－Ｅ：ポリメチルシルセスキオキサン（ＰＭＳＱ－Ｅ）『ＳＲ－１３』、小西化
学工業社製
ＳＩ－１００Ｌ：熱潜在性カチオン硬化触媒『サンエイドＳＩ－１００Ｌ』（アンチモン
系スルホニウム塩（ＳｂＦ６塩））、三新化学工業社製、固形分５０％
【０１１０】
各実施例及び比較例から、以下のことがわかった。
（２次硬化時の着色について）
カチオン硬化性化合物として脂環式エポキシ化合物を用いた例を比較すると、カチオン硬
化触媒としてＴＰＢを含む化合物（ＴＰＢ系触媒ともいう。）を用いた実施例１及び３で
は、アンチモン系スルホニウム塩（アンチモン系触媒ともいう。）を用いた比較例１に比
べ、２次硬化後の透過率が高いことがわかった。これは、ＴＰＢ系触媒を用いたほうが、
２次硬化時の着色をより低減できることを示している。また、ＴＰＢ系触媒の中でも、ヒ
ンダードアミンをルイス塩基に用いた場合（実施例１）のほうが、アンモニアを用いた場
合（実施例３）より着色低減効果が高いことがわかった。これは、ヒンダードアミンが有
する酸化防止効果に起因するものと推測される。
一方、カチオン硬化性化合物として水添エポキシ化合物を用いた例を比較すると、アンモ
ニア含有量の少ないＴＰＢ系触媒を用いた例（実施例４）では、アンチモン系触媒を用い
た例（比較例２）より着色が低減できるが、アンモニア含有量の多いＴＰＢ系触媒を用い
た例（実施例５）では、着色低減効果が低いことがわかった。これは、ＹＸ－８０００中
の残留塩素量が影響していると考えられる。
カチオン硬化性化合物として芳香族エポキシ化合物を用いた例を比較すると、カチオン硬
化触媒としてＴＰＢ系触媒を用いた場合（実施例９、１０）のほうが、アンチモン系触媒
を用いた場合（比較例４、５）よりも、着色低減効果が高い（４００ｎｍの透過率が高い
）ことが明らかとなり、耐熱性（透明性）が大きく向上した。
さらに、実施例１８、２０の様な無機材料（シリコーン系材料）を含んだ樹脂組成物の硬
化にも、本発明におけるカチオン硬化触媒（特にＴＰＢ系触媒）を好適に使用可能である
。特に、無機材料（シリコーン系）とＴＰＢ系触媒を併用する事により、２次硬化時の着
色を低減（４００ｎｍの透過率が向上）し、耐熱性（透明性）が大きく向上した。
また、色素を含んだ樹脂組成物の硬化においても、ＴＰＢ系触媒を用いた場合（実施例２
７、２８）はそれぞれ、アンチモン系触媒を用いた場合（比較例８、９）よりも耐熱性が
高い結果となり、耐熱性が高く、生産性、成形性に優れるフィルター材料になることが示
唆された。
【０１１１】
（耐熱性（リフロー耐熱性）について）
ＴＰＢ系触媒を用いた場合（実施例１７、１９）のほうが、アンチモン系触媒を用いた場
合（比較例６）よりも、高い耐熱性を実現できることがわかった。
（吸水性について）
カチオン硬化性化合物として脂環式エポキシ化合物を用いた場合、及び、水添エポキシ化
合物を用いた場合のいずれも、カチオン硬化触媒としてＴＰＢ系触媒を用いた場合のほう
がアンチモン系触媒を用いた場合より吸水率を低減できることがわかった。これは、反応
末端の構造の相違に起因するものと考えられる。また、ＴＰＢ系触媒の中でも、アンモニ
アをルイス塩基に用いた場合のほうがより低吸水性を実現できることがわかった。これは
、硬化時にアンモニアが揮発することによるものと考えられる。
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【０１１２】
（耐湿熱性について）
カチオン硬化性化合物として脂環式エポキシ化合物を用いた例において、ＴＰＢ系触媒を
用いた場合のほうがアンチモン系触媒を用いた場合より耐湿熱性が高くなることがわかっ
た。また、ＴＰＢ系触媒の中でも、ヒンダードアミンを用いた場合（実施例１）のほうが
、アンモニアを用いた場合（実施例２、３）より耐湿熱性が高いことがわかった。これは
、２次硬化時の着色と同様、ヒンダードアミンが有する酸化防止効果に起因するものと推
測される。
（耐候（光）性について）
ＴＰＢ系触媒を用いた場合のほうがアンチモン系触媒を用いた場合より高い耐ＵＶ照射性
を実現できることがわかった。
【０１１３】
（保存安定性について）
ＴＰＢ系触媒を用いた場合のほうがアンチモン系触媒を用いた場合より高い保存安定性を
実現できることがわかった。
（硬化性（成形性）について）
カチオン硬化性化合物として芳香族エポキシ化合物を用いても、カチオン硬化触媒として
ＴＰＢ系触媒を用いた場合（実施例２６）のほうが、アンチモン系触媒を用いた場合（比
較例７）よりも、硬化性（成形性）に優れることが明らかとなった。特に、これまでカチ
オン硬化では短時間硬化が困難と考えられていた芳香族エポキシ化合物を、カチオン硬化
性化合物として１００質量％用いた樹脂組成物の硬化にも成功した。
（入射角依存性について）
吸収色素を硬化物に添加した実施例２７、２８は、吸収色素を添加しない実施例１９を用
いた場合に比べて、反射型ＩＲＣＦを用いた場合において、入射角による長波長側の透過
端における透過率の差異を低減できる（０°スペクトルと２５°スペクトルとの差異が小
さい）ことがわかった。
【０１１４】
上記実施例においては、カチオン硬化性樹脂組成物として、特定のカチオン硬化触媒を用
いることによって、耐熱性、耐湿熱性、低吸水性、耐ＵＶ照射性等に優れた成形体を与え
ることができるものであり、そのような作用機序は、本発明のカチオン硬化性樹脂組成物
においてすべて同様に発現されるものと考えられる。
したがって、上記実施例の結果から、本発明の技術的範囲全般において、また、本明細書
において開示した種々の形態において本発明が適用でき、有利な作用効果を発揮すること
ができるといえる。
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